様式第１号
年　　月　　日
宮崎市創業支援資金融資制度事業計画書

住　所
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　（年齢　　　　　歳・性別　　　　　　）
電　話　（　　　　）　　　―
宮崎市創業支援資金融資制度の申込みに際し、下記のとおり事業計画書を提出します。

記
１　事業計画
(1)出店予定地　宮崎市（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　）
(2)事業の内容　
	業種、開業日（又は予定日）、着手状況など


 (3)事業の内訳　
	
	項　　　　目
	数　量（面積）
	金　額（千円）
	内　　　容

	設　　備
	店舗、機械、備品など


	
	
	

	運　　転
	
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	


（注）見積書、設計図、パンフレットその他必要書類を添付すること。
(4)施設・機器の導入予定
　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

(5)資金調達計画
	資金調達内容
	金　額（千円）
	備　　考　（借入先・借入条件等）

	当貸付
	
	

	その他の借入金
	
	

	自己資金
	
	

	合　　　計
	
	


(6)今後３年間の収支計画

	科　　　目
	開業後１年目
	開業後２年目
	開業後３年目

	
	金　額（千円）
	摘要
	金　額（千円）
	摘要
	金　額（千円）
	摘要

	収　　　入
	売上高
	
	
	
	
	
	

	
	営業外収入
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	計 （A）
	
	
	
	
	
	

	支　　　出
	仕入高
	
	
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	計 （B）
	
	
	
	
	
	

	利　益（A-B）
	
	
	
	
	
	


２　融資要件の確認(商工会議所又は商工会の記入欄)
次の(1)～(3)のいずれか、(4)～(6)のすべてに該当すること（該当する事項を○で囲んでください。）。

(1) 事業を営んでいない個人であって、一月以内に新たに市内で事業を開始する具体的な計画を有するもの又は創業した日から１年を経過していないものであるか。  　　　　　　　　  　１　○　　　２　×

(2) 事業を営んでいない個人であって、二月以内に新たに市内で会社等法人組織（以下「会社」という。）を設立し、かつ、当該新たに設立される会社が事業を開始する具体的な計画を有するもの又は創業した日から１年を経過していないものであるか。　　　　　　　　　　　　　　       １　○　　　２　×

(3) 会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに市内で会社を設立し、かつ、当該新たに設立される会社が事業を開始する具体的な計画を有するもの又は創業した日から１年を経過していないものであるか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　１　○　　　２　×

(4) 本市で事業を営む中小企業者又は組合で、宮崎市税に滞納が無い者か。　　　    １　○　　　２　×

(5) 許可、認可等が必要な事業を開始しようとする場合は、当該事業に係る許可、認可等を受けている者又は当該許可、認可等を申請中の者であるか。　　　　　　　　 　　　　　      １　○　　　２　×

(6) 融資対象業種は、中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条に定める業種か。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  １　○　　　２　×

融資要件を確認しました。　
　印
注意事項
１　本確認とは別に、取扱金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。

２　法令等により創業等に際して許可、認可等が必要な場合は、別途関係機関による審査等があることがあります。
